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第１ はじめに 

 

・ 国においては、平成 26 年 11 月 27 日に「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下

「空家特措法」という。）を公布し、平成 27 年５月 26 日に完全施行された。 

・ 寝屋川市において、平成 28 年 12 月 21 日に「寝屋川市空き家等の適正管理等及び老朽危

険建築物等に係る対策の推進に関する条例」（以下「市条例」という。）を公布し、平成

29 年４月１日に施行した。 

 

・ 平成 27 年２月 26 日には、空家特措法に基づく「空家等に関する施策を総合的かつ計画的

に実施するための基本的な指針」（以下「国基本指針」という。）、平成 27 年５月 26

日に、空家特措法に規定される「「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図る

ために必要な指針」（以下「国特定空家等ガイドライン」という。）が定められた。 

 

・ 国特定空家等ガイドラインでは、「市町村が「特定空家等」の判断の参考となる基準等及

び「特定空家等に対する措置」に係る手続について、参考となる一般的な考え方を示すも

のである。したがって、各市町村において地域の実情を反映しつつ、適宜固有の判断基準

を定めること等により「特定空家等」に対応することが適当である。」とされている。 

 

・ 本運用マニュアルは、寝屋川市における「特定空き家等・老朽危険建築物等」の判断とな

る基準等について作成するものである。 

 

・ 今後、策定する「寝屋川市空き家等・老朽危険建築物等対策計画」において、特定空き家

等及び老朽危険建築物等の調査、措置又は対処等に関する事項が定められた場合は、本マ

ニュアルは廃止するものである。 
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第２ 空き家等・建築物等に対する調査に係る作業フロー 

 

・空き家等、建築物等に対する調査に係る作業フローを次のとおりに示す。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

有

り 

住民からの苦情等 

空き家等の

状況聴取 

建築物 建築物以外 

(空き地除く) 

現
地
確
認(

建
築
部
局
と
連
携) 

現
地
確
認(

環
境
部
局
と
連
携) 

【
現
地
調
査
】 

所
有
者
等
の
断
定 

所
有
者
等
の
事
情
把
握 

歩行者等への

危険の有無 

使 用 等 状 況 確 認 

使用有り 使用無し 

使用状態無し：特定空き家等 

使用状態有り：老朽危険建築物等 

無し 

特定空き家等 

所 有 者 等 へ 通 知 

【立入調査】 

〈建築物〉建築部局の現地立入

検査 

〈建築物以外〉環境部局の現地立入

検査 

老朽危険建築物等 

緊急危険防止措置 

準特定空き家等 老朽建築物等 特定・危険解除 

完全是正 

一部是正 

有り 

準特定空き家等 
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第３ 
「空き家等(空家等)」・「特定空き家等(特定空家等)」・

「準特定空き家等」・「老朽危険建築物等」の定義 

 

・ 市条例、空家特措法及び国基本指針、国特定空家等ガイドライン等に定義される「空き家

等（空家等）」、「特定空き家等（特定空家等）」、「準特定空き家」及び「老朽危険建

築物等」をまとめると、次のとおりである。 

○「空き家等」(市条例第３条第１号) 

・ 建築物であって居住その他の使用がなされていないこと※２が常態であるもの※３及びその

敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が

所有し又は管理するものを除く。 

○「空家等」（空家特措法第２条第１項） 

・ 建築物又はこれに附属する工作物※１であって居住その他の使用がなされていないこと※２

が常態である※３もの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。

ただし、国又は地方公共団体が所有し又は管理するものを除く。 

○「建築物」(市条例第３条第５号)（国基本指針一３） 

・ 建築基準法第２条第１号に規定する建築物又はこれに附属する工作物※１をいう。 

・ 土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱又は壁を有するもの（これに類する構造のもの

を含む。）、これに附属する門又は塀等。火災等により屋根が崩落したものや、工事途中

で屋根が存在しないものも含む。 

○「建築物等」」(市条例第３条第６号) 

・ 建築物及びその敷地をいう。 

※1 ネオン看板など門又は塀以外の建築物に附属する工作物（国基本指針一３） 

※2 人の日常生活が営まれていない、営業が行われていないなど当該建築物等を現に意図をもって 

  使い用いていないことをいう（国基本指針一３） 

※3 建築物等が長期間にわたって使用されていない状態をいい、例えば概ね年間を通して建築物等 

  の使用実績がないことは１つの基準となると考えられる（国基本指針一３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○国基本指針及び国特定空家等ガイドライン以外で国から示されているもの 

・建築物：建築物の屋根が適切な管理がなされていない等の理由によりなくなった建築物※1、工事途中で放棄され

た建築物※1、老朽化等により既に倒壊した状態の建築物※3、火災等により残材等が残る状態の建築物※3 

・これに付属する工作物：壁付看板※3 

・「概ね年間を通して」とは概ね 1年間を通しての意味である※1 

・その敷地（その他の土地に定着するものを含む）：雑草※2（含まれると解する）、空き家の敷地内の自立看板※3 

・空家等に該当しないもの：空家等がない空き地※1、長屋や共同住宅で一部の住戸が使用されている場合※3 

※1 基本指針に対する御質問及び御意見に対する回答（第一弾）H26.4.13    

※2 基本指針に対する御質問及び御意見に対する回答（第二弾）H26.5.26 

※3 ガイドライン(案）に関するパブリックコメントに寄せられたご意見と国土交通省及び総務省の考え方  

H26.5.26 
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○「特定空き家等(特定空家等)」(市条例第３条第２号)（空家特措法第２条第２項） 

空き家等（空家等）のうち、以下の状態にあると認められるもの。 

（イ）そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

   （ロ）そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

   （ハ）適切な管理が行なわれていないことにより著しく景観を損なっている状態 

   （ニ）その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

○「準特定空き家等」(市条例第３条第３号) 

・ いまだ特定空き家等の状態にはないが、そのまま放置すれば特定空き家等の状態に至る可

能性がある状態。 

○「老朽危険建築物等」(市条例第３条第４号) 

・ 老朽その他の事由により特定空き家等と同様の状態にあると認められる、空き家等以外の

建築物等をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し又は管理するものを除く。 
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第４ 実施体制及び住民からの相談体制の整備 

 

１.実施体制の整備 

・ 空き家等、建築物等の確認・立入調査又は措置などに不断に取り組むための体制を整備す

ることが重要であることから、関係する内部部局の連携体制や空き家等の所有者等からの

相談を受ける体制の整備を図る。 

・ 空き家等、建築物等がもたらす課題を解消するには、防災、衛生、景観等多岐にわたる課

題に横断的に応える必要があることから、建築・住宅・景観・まちづくり部局、税務部局、

法務部局、消防部局、危機管理部局、環境部局、水道部局、商工部局、市民部局、財政部

局等との連携を図る。 

・ 空き家等、建築物等に係る主な事象とその担当部局の例を以下に示す。 

分野 具体の影響 担当部局 

建物 建築物の倒壊、屋根・外壁の落下 建築部局 

衛生 悪臭の発生、蠅・蚊・鼠等の発生 
環境衛生部局 

住みついた動物による生活環境被害の発生 

景観 

 

外壁等の落書き、多数の窓ガラス割れ等 建築部局 

樹枝の越境、雑草の繁茂、落ち葉の飛散等 環境衛生部局 

ゴミ 不法投棄の誘発 環境衛生部局 

   ※ 【防災】火災発生・延焼の押恐れ：消防部局・危機管理部局 

 

２.住民からの相談体制の整備 

・ 空き家等、建築物等の所在地の周辺住民からの当該空き家等、建築物等に対する様々な苦

情などに対して対応できる体制を整える。 

・ 中古住宅流通・リフォーム市場の活性化を図るために、平成 24 年 12 月に民間団体・事業

者、公的団体により設立した「大阪の住まい活性化フォーラム」と連携し、空き家等を含

めた住まいの適正管理等のセミナーや個別相談会などの実施に努める。 
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第５ 空き家等・建築物等の所有者等に関する情報の把握 

 

・ 空き家等、建築物等の所有者等の特定を行うため、市条例第 18 条及び空家特措法第 10

条の規定に基づき、 

１） 固定資産税の課税、住民票情報、戸籍謄本などその他の事務のために利用する目的

で保有する情報であって氏名その他の空き家等、建築物等の所有者等に関するものに

ついては、この条例及び法律の施行のために必要な限度において、その保有に当たっ

て特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用する。 

２） この条例及び法律の施行のために必要があるときは、関係する地方公共団体の長そ

の他の者に対して、空き家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求める。 

 ① 関西電力及び大阪ガスに対して該当空き家の使用状況やそれらが使用可能な状態か 

  否かについての情報提供を依頼する。 

 

・ 上記のような所有者等調査を行っても、所有者や法定相続人にたどり着かない場合があ

る。このような場合、空き家等、建築物等の管理人の選任等に向け、以下のような諸制

度の活用について検討する。 

１）空き家等、建築物等の所有者等の所在が不明な場合や相続人が明らかでない場合に、

その財産を管理する者をおく制度 

①不在者財産管理人制度  ②相続財産管理人制度  

２）空き家等、建築物等の所有者等の生死が不明な場合に、その生死不明者を法律上死

亡したものとみなし、または戸籍上死亡したものとする制度（これにより相続を開

始させ、相続人を新たな権利者とすることができる） 

  ③失踪宣告制度 

・ なお、上記に係る措置の作業フローは、次に示すとおりとなる。 

 

 

 

 

所有者の生死は？
法定相続人が

存在するか？

相続放棄

しているか？

民法第９４０条に基づく

助言及び改善協力要請

（法定相続人へ）

死亡

不明

存在

不明

未改善

P-3 是正指導

（法定相続人へ）

放棄して
いない

相続放棄

関係利権（利害）者

による失踪宣告申立
（所有者の生死が７年間

明らかでないとき等）

関係利権（利害）者

または検察官による

申立

不在者財産管理人

の選定

不在財産の管理（自

主改善）・処分等（一
部行為については家裁

の許可要）

終了

関係利権（利害）者

または検察官による

申立

相続財産管理人の

選定

終了

①不在者財産管理人制度

③失踪宣告制度

②相続財産管理人制度

相続財産の管理（自

主改善）・精算（一部
行為については家裁の

許可要）

 

6



（参考） 

①不在者財産管理人制度  

【目的】 

この制度は従来の住所または居所を去り、容易に戻る見込みのない者（不在者）に、財

産を管理する者がいない場合において、家庭裁判所に、財産を管理する者（不在者財産管

理人）の選任を申し立てて不在者財産管理人を選任してもらい、その不在者の財産に関す

る管理、保存、場合によっては家庭裁判所から権限外行為の許可を得た上で処分といった

行為を行えるようにする制度で、これによって、不在者の財産が、権利の行使もされず、

散逸するままとなる不都合な状況が回避されることになる。  

【内容】 

家庭裁判所は、申立てにより、不在者自身や不在者の財産について利害関係を有する第

三者の利益を保護するため、財産管理人選任等の処分を行うことができる。選任された不

在者財産管理人は、不在者の財産を管理、保存するほか、家庭裁判所の権限外行為許可を

得た上で、不在者に代わって、遺産分割、不動産の売却等を行うことができるとされてい

る。 

 

参考：裁判所ＨＰ・不在者財産管理人の選任 

（http://www.courts.go.jp/saiban/syurui_kazi/kazi_06_05/） 

 

②相続財産管理人制度  

【目的】 

相続の対象となる財産をめぐっては、現実に種々の法律関係が錯綜しており、かかる相

続財産を相続人不存在の理由により、無管理の状態のまま放置することは、相続財産の散

逸を招くのみならず、相続債権者や受遺者の利益を害することとなる。よって、これらの

不都合を是正して、相続財産の管理および清算を行い、法律関係の安定性の確保をはかる

ために設けられたのが、相続人不存在のための財産管理制度である。  

この制度により、相続人のあることが明らかでないときは、相続財産が法人とされ、相

続財産管理人が選任されるが、この選任された相続財産管理人は、家庭裁判所の許可を得

て相続財産に属する建物等の売却を行うことが可能とされている（民法第28条（民法第953

条により準用））。  

【内容】 

相続財産管理人制度では、相続人のあることが明らかでないとき（相続人全員が相続放

棄をして、結果として相続する者がいなくなった場合も含まれる。）は、相続財産を当然

に法人とする（相続財産自体が、管理と清算等を目的とする一種の財団法人となって、独

立の権利義務の帰属主体となるという趣旨）ことによって（民法第951条）、法律上の帰属

主体を創設し、その管理を相続財産管理人に委ね（民法第952条）、この相続財産管理人が、

相続財産法人の法定代理人として、相続財産の管理と清算（民法第957条）を行うこととし

ている。  
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この相続財産管理人の選任は、利害関係人または検察官が家庭裁判所に請求することに

よって行われ、このようにして選任された相続財産管理人は、財産を管理、保存等するほ

か、家庭裁判所の権限外行為許可を得た上で、不動産の売却等を行うことができるとされ

ている。一方、家庭裁判所は、相続人をさがすため、期間を定めて公告を行い（民法第 958

条）、期間内に相続人が現れなければ、相続人不存在が確定する（民法第 958 条の 2）。 

相続人不存在確定日後、特別縁故者から３ヶ月以内に分与請求がなく、あるいは申し出

がなされても、なお残余財産がある場合は国庫に帰属する。 

なお、国庫への帰属は大変ハードルが高いと考えられ、国庫帰属のための協議相手や国

庫に引き継ぐことが適当な状況にあるのか等について弁護士等への事前相談が必要と考え

られる。 

 

参考：裁判所ＨＰ・相続財産管理人の選任 

（http://www.courts.go.jp/saiban/syurui_kazi/kazi_06_15/） 

 

③失踪宣告制度  

【目的】 

生死が一定期間不明な場合に、この生死不明の者（不在者）を法律上死亡したものとみ

なし、生死不明の状況を解消するための制度が「失踪宣告制度」で、この失踪宣告により、

不在者は、法律上死亡したものとみなされ、相続が開始され、以後、相続人を特定し、手

続を進めることが可能となる。  

【内容】 

人の生死が一定期間不明のとき、その不在者との間に利害関係を有する者（配偶者や推

定相続人、受遺者、親権者、不在者の財産管理人、終身定期金の債務者がこれにあたり、

失踪者の債権者や検察官はこれにあたらない）は、相手方が長期にわたり不在のため、権

利の行使や義務の履行等に支障が生じることになる。このため民法では、利害関係人の請

求により、家庭裁判所がその不在者を死亡したものとみなす失踪宣告制度が定められてお

り、失踪の種類としては「普通失踪」と「危難失踪（特別失踪）」の2種類が存在する。（普

通失踪宣告に必要な生死不明の期間は7年間） 

 

参考：裁判所ＨＰ・失踪宣告 

（http://www.courts.go.jp/saiban/syurui_kazi/kazi_06_06/） 
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第６ 特定空き家等の特定と判断の参考となる事項 

 

１．特定空き家等の特定 

 

・ 特定空き家等とは、空家特措法第２条第２項及び寝屋川市空き家条例第３条第１項第２号

において、空き家等が以下 4つの各状態であると認められる場合と規定されている。 

① そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

② そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

③ 適切な管理が行なわれていないことにより著しく景観を損なっている状態 

④ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

・ 特定空家等に該当する建築物等は、適切な管理が行われていない結果として、地域住民の

生活環境に深刻な影響を及ぼしているものであり、市町村長は、地域住民の生命、身体又

は財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図るために必要な措置を早急に講ずる

ことが望ましい。（基本指針一７） 

 

・ 特定空き家等の特定は、まず、適切な管理が行われていない結果として、地域住民の生活

環境に深刻な影響を及ぼしている建築物等を次の方法等により把握する。 

  ① 近隣住民等からの通報等 

  ② 建築部局、環境部局、道路部局等の日々及び取組月間等のパトロール 

  ③ 空家等実態調査  

 

・ 次に、当該空家等の状態やその周辺の生活環境への悪影響の程度等を勘案し、私有財産た

る当該空家等に対する措置について、行政が関与すべき事案かどうか、その規制手段に必

要性及び合理性があるかどうかを判断する。（国特定空家等ガイドラン第 1章２．（２）） 

・ 行政が関与すべき事案であると判断された場合、どのような根拠に基づき、どのような措

置を講ずべきかを検討する必要がある。適切な管理が行われていない空き家等に対しては、

空家特措法に限らず、他法令により各法令の目的に沿って必要な措置が講じられる場合が

考えられる。例えば、次のものがある。 

① 現に著しく保安上危険な既存不適格建築物に対する建築基準法に基づく措置 

  －大阪府において、「放置された空き家等老朽危険家屋に係るガイドライン」を作成 

  －国において、「既存不適格建築物に係る是正命令について（技術的助言）」を作成 

  ② 火災予防の観点からの消防法に基づく措置 

  ③ 立木等が道路に倒壊した場合に道路交通の支障を排除する観点からの道路法に基づく

措置 

  ④ 災害時における障害物の除去の観点からの災害救助法に基づく措置 

  （国特定空家等ガイドライン第 1章２．（３）） 
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・ 上記①の建築基準法に基づく措置については、建築基準法第 10 条第１項及び第 2 項の規

定では、そのまま放置すれば著しく保安上危険となり、又は著しく衛生的有害となるおそ

れがあると認める既存不適格建築物に対して、予防的な措置として、特定行政庁が必要な

勧告、是正等の命令を行うことができるのは、多数の者が利用する特殊建築物等の場合で

あり、その他の建築物については、同法第 10 条第 3 項の規定により、既に著しく保安上

危険又は著しく衛生上有害な状態であると認められる場合において、特定行政庁が必要な

措置（除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用禁止、使用制限等）をとることを当

該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、命ずることができるとされ

ている。（既存不適格建築物に係る是正命令について（技術的助言）） 

・ また、建築基準法では、空き家のみならず、使用されている建築物も対象となっているこ

とから、既存不適格建築物が既に著しく保安上危険な状態であると認める場合には、建築

物の除却だけでなく、必要な措置を命ずることもできる。（既存不適格建築物に係る是正

命令について（技術的助言）） 

・ 以上のことにより、空き家等が、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしている状況（将

来の蓋然性を含むかどうか）、空き家が使用されているかどうか、既存不適格建築物かど

うか、助言・指導・勧告を行うかどうかによって、空家特措法を活用するか、建築基準法

を活用するかを判断することになると考えられる。下記は、これらをマトリックス上に整

理したものである。参考にされたい。 

・  

 

 使用の 

有無 

既存不

適格か

どうか 

助言・ 

指導 

勧告 命令 代執行 

保安上危険となるおそれ（空家特措法） × － 〇 〇 〇 〇 

保安上危険となるおそれ（建基法（特殊建築物等）） 〇 〇 × 〇 〇 〇 

保安上危険な状態（建基法（特殊建築物等以外）） 〇 〇 × × 〇 〇 

衛生上有害となるおそれ（空家特措法） × － 〇 〇 〇 〇 

衛生上有害となるおそれ（建基法（特殊建築物等）） 〇 〇 × 〇 〇 〇 

衛生上有害な状態（建基法（特殊建築物等以外）） 〇 〇 × × 〇 〇 

景観を損なっている状態（空家特措法） × － 〇 〇 〇 〇 

放置することが不適切である状態（空家特措法） × － 〇 〇 〇 〇 
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２．「特定空家等に対する措置」を講ずるに際して参考となる事項 

 

・ 空家特措法に基づき「特定空き家等に対する措置」を講ずるに際しては、空家等の物的状

態が空家特措法第２条第２項に規定する状態であるか否かを判断するとともに、当該空家

等がもたらす周辺への悪影響の程度等について考慮する必要がある。また、「特定空家等」

は将来の蓋然性を含む概念であり、必ずしも定量的な基準により一律に判断することはな

じまない。（国特定空家等ガイドライン第２章） 

・ 「特定空家等に対する措置」を講ずるか否かについては、下記Ⅰを参考に「特定空家等」

と認められる空家等に関し、Ⅱ及びⅢに示す事項を勘案して、総合的に判断されるべきも

のである。 

  Ⅰ 「特定空家等」の判断の参考となる基準 

  Ⅱ 周辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもたらすおそれがあるか否か 

  Ⅲ 悪影響の程度と危険等の切迫性 

  （国特定空家等ガイドライン第２章） 

 

・ 上記Ⅰの「特定空家等」の判断の参考となる基準として、国特定空家等ガイドラインでは、

空家特措法第２条第２項に規定する各状態別に示しているが、特に「そのまま放置すれば

倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態」の判断については、寝屋川市において、

「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（平成 21 年 6 月内閣府（防災担当））（以

下、「被害認定基準」という。）を参考に判断する。 

 

・ 上記Ⅱの「周辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもたらすおそれがあるか否か」につい

ては、「特定空家等」が現にもたらしている、又はそのまま放置した場合に予見される悪

影響の範囲内に、周辺の建築物や通行人等が存在し、又は通行し得て被害を受ける状況に

あるか否か等により判断するとしている。 

（国特定空家等ガイドライン第２章（２）） 

・ その例示として、倒壊のおそれのある空家等が狭小な敷地の密集市街地に位置している場

合や通行量の多い主要な道路の沿道に位置している場合等は、倒壊した場合に隣接する建

築物や通行人等に被害が及びやすく、「特定空家等」として措置を講ずる必要性が高くな

ることが考えられるとしている。 

（国特定空家等ガイドライン第２章（２）） 

 

・ 上記Ⅲの「悪影響の程度と危険等の切迫性」については、Ⅱの悪影響の程度が社会通念上

許容される範囲を超えるか否か、またもたらされる危険等について切迫性が高いか否か等

により判断する。その際の判断基準は一律とする必要はなく、気候条件等地域の実情に応

じて、悪影響の程度や危険等の切迫性を適宜判断することとなるとしている。 

（国特定空家等ガイドライン第２章（３）） 
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・ その例示として、樹木が繁茂し景観を阻害している空家等が、景観保全に係るルールが定

められている地区内に位置する場合等は、「特定空家等」として措置を講ずる必要性が高

くなることが考えられるとしている。 

（国特定空家等ガイドライン第２章（３）） 
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第７ 
「特定空き家等に対する措置」を講ずるに際しての判断

の参考となる基準 
 

・ 「特定空き家等に対する措置」を講ずるか否かについては、第６の２で見たように、 

下記Ⅰを参考に「特定空き家等」と認められる空き家等に関し、Ⅱ及びⅢに示す事項を

勘案して、総合的に判断されるべきものである。 

  Ⅰ 「特定空き家等」の判断の参考となる基準 

  Ⅱ 周辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもたらすおそれがあるか否か 

  Ⅲ 悪影響の程度と危険等の切迫性 

（国特定空家等ガイドライン第２章） 

・ 国特定空家等ガイドラインにおいて、別紙として、上記Ⅰの参考となる基準が示されて

いるので、それを基本に、Ⅱ及びⅢを加味した「特定空家等に対する措置」を講ずるに

際しての判断の参考となる基準を以下に示す。 

・ なお、上記Ⅰの基準の「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのあ

る状態」については、国特定空家等ガイドラインに準拠した基準と併せて、国特定空家

等ガイドラインの運用に係る技術的助言（国特定空家等ガイドライン運用マニュアル）

（平成 27年 12 月大阪府（住宅まちづくり部都市居住課））及び「被害認定基準」にお

ける基準を参考に、建築物全体の危険性を簡易に判断できる基準も示す。 
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Ⅰ「特定空き家等」の判断の参考となる基準 

 

① そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる恐れのある状態 

１ 建築物が著しく保安上危険となるおそれがある【被害認定基準準拠】。 

（１）建築物が著しく倒壊等するおそれがある。 

イ 一見して住家の一部が倒壊等している 

・外観目視調査により判断する。 

[調査項目の例] ・建築物の一部の崩壊 ・落階がある 

  

   

   

 

 

【参考となる考え方】 

 外観目視調査を行い一見して住家の一部の階が全部倒壊している場合 

  

 

出典：「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（平成 21 年 6月内閣府（防災担当）） 

参考資料（損傷程度の例示） 

１階部分が層状に破壊している 
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ロ 建築物の著しい傾斜 

・部材の破損や不同沈下等の状況により建築物に著しい傾斜が見られるかなどを基に 

総合的に判断する。 

 [調査項目の例] ・基礎に不同沈下がある。 ・柱が傾斜している。 

 

                           

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考となる考え方】 

 下げ振り等を用いて建築物を調査できる状況にある場合、1/20 超の傾斜が認められる場

合（平屋以外の建築物で、２階以上の階のみが傾斜している場合も、同様の数値で取り扱

うことも考えられる。） 

※次頁に判断の参考となる基準を掲載する。  

2 階部分が沈み込み全体的に傾斜して 

いる 

 

1 階部分が傾斜している 

 

出典：既存不適格建築物に係る是正命令について（技術的助言） 

外壁が大きく傾斜しており、建具や窓枠がは

ずれ、原型を留めていない 

出典：（一財）消防科学総合センター 
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【参考】柱の傾斜及び基礎の不同沈下の長さによる判断基準等 

「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（平成 21 年 6月内閣府（防災担当））より重

点部分を抜粋 

 

・柱の傾斜の測定方法は、外壁又は柱の傾斜を下げ振り等により測定し、判定を行う。 

・傾斜は、原則として住宅の 1階部分の四隅の柱の傾斜度（計測値）の単純平均したも

のとする。 

・基礎の損傷率は、不同沈下により基礎の沈下又は傾斜が生じた部分の全基礎長さを外

周基礎長で除した割合とする（基礎が布石、玉石の場合は、長さでなく、個数で損傷

率を算定する。）。 

 

 損 傷 率  

基

礎 

損傷基礎長 

損傷率          ×１００(％) 

外周基礎長 

基礎の損傷率が 75％以上

の場合は全壊と判定 

■ 下げ振りによる柱の傾斜の測定 

   ※実際に柱の傾斜を測定するためには評定対象とする住宅の敷地内に立ち入ら

ないとならないが、例えば、除却費補助制度等の申請後に判定調査する場合な

どは、敷地内に立ち入ることが可能ため、参考として示す。 

  

 

 

 

 

 

 

   

 傾 斜 
判 定 

柱 

傾斜(ｄ/ｈ) Ｈ＝1,200ｍｍの場合 

(ｄ/ｈ)≧1/20 ｄ≧60ｍｍ 

住家の損害割合を 50％と

し、全壊（補修による再利

用が困難）と判定 

1/60≦(ｄ/ｈ)≦1/20 20ｍｍ≦(ｄ/ｈ)≦60ｍｍ 

傾斜による損害割合 15％

とし、屋根や基礎などの他

の部位の損害割合等をも

とに総合的に判断 

(ｄ/ｈ)＜1/60 ｄ＜20ｍｍ 
傾斜による判定は行わず、

部位による判定を行う 

傾斜＝（ｄ２－ｄ１）/ｈ 

出典：「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（平成 21 年 6月内閣府（防災担当）） 
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ハ 基礎及び土台 

・基礎に大きな亀裂、多数のひび割れ、変形又は破損が発生しているか否か、腐食

又は蟻害によって土台に大きな断面欠損が発生しているか否か、基礎と土台に大

きなずれが発生しているか否かなどを基に総合的に判断する。 

 [調査項目の例] ・基礎が破損又は変形している。  

・土台が腐朽又は破損している。 

・基礎と土台にずれが発生している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           

 

 

              

 

 

 

 

 

 

                       

 

【参考となる考え方】 

 目視等の調査により基礎の損傷長を算出し、基礎の損傷率が 75％以上認められる場合 

※前頁に判断の参考となる基準を掲載する。 

  

基礎がひび割れている 

基礎が破断している 

基礎が剥落している 

出典：「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（平成 21 年 6月内閣府（防災担当）） 

参考資料（損傷程度の例示） 
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（２）屋根、外壁等が脱落、飛散等するおそれがある。 

 （イ）屋根ふき材、ひさし又は軒 

・全部又は一部において不陸、剥離、破損又は脱落が発生しているか否か、緊結金  

具に著しい腐食があるか否かなどを基に総合的に判断する。 

 [調査項目の例] ・屋根が変形している。 ・屋根ふき材が剥落している。 

・軒の裏板、たる木等が腐朽している。 

・軒がたれ下がっている。 ・雨樋がたれ下がっている。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

棟瓦の一部にずれ等（程度Ⅰ） 棟瓦にずれ等（程度Ⅱ） 

出典：「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（平成 21 年 6月内閣府（防災担当）） 

 

瓦に著しいずれ等（程度Ⅲ） 屋根に若干の不陸（程度Ⅳ） 

屋根に著しい不陸（程度Ⅴ） 
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（ロ）外壁 

・全部又は一部において剥離、破損又は脱落が発生しているか否かなどを基に総合 

的に判断する。 

 [調査項目の例] ・壁体を貫通する穴が生じている。 

・外壁の仕上材料が剥落、腐朽又は破損し、下地が露出している。 

・外壁のモルタルやタイル等の外装材に浮きが生じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

開口部廻りのわずかなひび割れ（程度Ⅰ） 

出典：「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（平成 21 年 6月内閣府（防災担当）） 

 

仕上げの剥離（程度Ⅱ） 

仕上の脱落（程度Ⅲ） 下地材のひび割れ（程度Ⅳ） 

下地材の破損（程度Ⅴ） 
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（ハ）看板、給湯設備、屋上水槽、屋外階段又はバルコニー等 

・全部又は一部において腐食、剥離、破損又は脱落が発生しているか否か、傾斜が

見られるか、転倒が発生しているか否か、支持部分の接合状況などを基に総合的

に判断する。 

 [調査項目の例] ・看板の仕上材料が剥落している。 

・看板、給湯設備、屋上水槽等が転倒している。 

・看板、給湯設備、屋上水槽、屋外階段、バルコニー等が破損

又又は脱落している。 

・看板、給湯設備、屋上水槽屋外階段、バルコニー等の支持部

分分が腐食している。 

         ・屋外階段、バルコニーが傾斜している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

支持部分に著しい腐食が発生している 底板に腐食が発生している 

出典：特殊建築物等定期調査業務基準 

屋外階段が傾斜している バルコニーの手すりが腐食している 
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２．門又は塀 

・全部又は一部においてひび割れや破損が発生しているか否か、傾斜が見られる 

かなどを基に総合的に判断する。 

 [調査項目の例] ・門、塀にひび割れ、破損が生じている 

・門、塀が傾斜している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．擁壁が老朽化し危険となるおそれがある。 

・擁壁の地盤条件、構造諸元及び障害状況並びに老朽化による変状の程度などを基に総

合的に判断する。 

 [調査項目の例] ・擁壁表面に水がしみ出し、流出している。 

・水抜き穴の詰まりが生じている。 ・ひび割れが発生している。 

→ 擁壁表面に水がしみ出し、流出している。水抜き穴の詰まりが生じている。ひび割れ

が発生している。などで判断する。 

※判断の際は、「宅地擁壁老朽化判定マニュアル（案）」（国土交通省都市局都市安全課）の

5.宅地擁壁老朽化に対する危険度判定評価が参考になる。 

 

  

塀に大きなひび割れが生じている 塀に大きなひび割れが生じている 

出典：特殊建築物等定期調査業務基準 
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② 適切な管理がおこなわれていないことにより著しく景観を損なっている状態 

 

（１）適切な管理が行われていない結果、既存の景観のルールに著しく適合しない状態とな

っている。 

・景観法に基づき景観計画を策定している場合において、当該景観計画に定める建築物

又は工作物の形態意匠等の制限に著しく適合しない状態となっている。※ 

・景観法に基づき都市計画に景観地区を定めている場合において、当該都市計画に定め

る建築物の形態意匠等の制限に著しく適合しない、又は条例で定める工作物の形態意

匠等の制限等に著しく適合しない状態となっている。 

・地域で定められた景観保全に係るルールに著しく適合しない状態となっている。 

（２）その他、以下のような状態にあり、周囲の景観と著しく不調和な状態である。 

・屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れたまま放置されている。 

・多数の窓ガラスが割れたまま放置されている。 

・看板が原型を留めず本来の用をなさない程度まで、破損、汚損したまま放置されてい

る。 

・立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している。 

・敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている。 

 

③ そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

 

（１）建築物又は設備等の破損等が原因で、以下の状態にある。 

・吹付け石綿等が飛散し暴露する可能性が高い状況である。 

・浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭気※の発生があり、地域住民の日常生活

に支障を及ぼしている。 

・排水等の流出による臭気※の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吹付アスベスト等が飛散し、暴露する可能性が高い

状態 
出典：既存不適格建築物に係る是正命令について（技術的助言） 
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（２）ごみ等の放置、不法投棄が原因で、以下の状態になる。 

・ごみ等の放置、不法投棄による臭気※の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼ

している。 

・ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、蚊等が発生し、地域住民の日

常生活に支障を及ぼしている。 

 ※臭気の判定については、環境省環境管理局大気生活環境室発行「臭気対策行政ガイドブック」

が参考になる。（環境省ホームページ：https://www.env.go.jp/air/akushu/guidebook/） 

 

④ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 

（１） 立木が原因で、以下の状態にある。 

・立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地等に枝等が大量に散ら

ばっている。 

・立木の枝等が近隣の道路等にはみ出し、歩行者等の通行を妨げている。 

 

（２） 空き家等に住みついた動物等が原因で、以下の状態にある。 

・動物の鳴き声その他の音が頻繁に発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

・動物のふん尿その他の汚物の放置により臭気が発生し、地域住民の日常生活に支障を

及ぼしている。 

・敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしてい

る。 

・多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしてい

る。 

・住みついた動物が周辺の土地・家屋に侵入し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼす

おそれがある。 

・シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼ

すおそれがある。 

 

（３） 建築物等の不適切な管理等が原因で、以下の状態にある。 

・門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者が容易に侵入できる状

態で放置されている。 

・屋根の雪止めの破損など不適切な管理により、空き家からの落雪が発生し、歩行者等

の通行を妨げている。 

・周辺の道路、家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している。 
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Ⅱ．周辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもたらすおそれがあるか否か 

Ⅲ．悪影響の程度と危険等の切迫性 

 

・ 「特定空家等」が現にもたらしている、又はそのまま放置した場合に予見される悪影響

の範囲内に、周辺の建築物や通行人等が存在し、又は通行し得て被害を受ける状況にあ

るか否か等により判断する。その際の判断基準は一律とする必要はなく、当該空家等の

立地環境等地域の特性に応じて、悪影響が及ぶ範囲を適宜判断することとなる。 

 （国特定空家等ガイドライン第２章（２）） 

・ 「特定空き家等」が現にもたらしている、又はそのまま放置した場合に予見される悪影

響のうち、全体としてみると軽微又は一部分であるが、程度の大きい被害が集中してい

た場合の、周囲に与える被害等について判断する。 

・ 「特定空家等」が現にもたらしている、又はそのまま放置した場合に予見される悪影響

が周辺の建築物や通行人等にも及ぶと判断された場合に、その悪影響の程度が社会通念

上許容される範囲を超えるか否か、またもたらされる危険等について切迫性が高いか否

か等により判断する。その際の判断基準は一律とする必要はなく、気候条件等地域の実

情に応じて、悪影響の程度や危険等の切迫性を適宜判断することとなる。 

（国特定空家等ガイドライン第 2章（３）） 

 

・ 「周辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもたらすおそれがあるか否か」については、

次のような項目が考えられる。 

① 建築物（その他の工作物含む）や立木等の倒壊等の危険性 

② 建築資材等の脱落、飛散等の危険性 

③ 身体に有害な物質の飛散による危険性（石綿等） 

④ 臭気による生活環境への影響の危険性 

⑤ 動物・害虫等の進入による日常生活への影響の危険性 

⑥ 著しく景観を損なうことによる生活環境への影響の危険性 

⑦ 不特定者の侵入による犯罪、放火等の危険性 

⑧ その他、周辺に悪影響をもたらす危険性 

 

 

・ 「程度の大きい被害が集中しているか否か」については、次のような項目が考えられる。 

① 「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（平成 21 年 6 月内閣府（防災担当）） 

参考資料（損傷程度の例示）におけるおよそ程度Ⅴの被害が局所的にみられる。 

② 局所的ではあるが、他に大きな被害を与える可能性が高い。 

 

 

・ また悪影響の程度と危険等の切迫性については、上記のそれぞれの項目の程度に加えて、

次のような周辺環境の状況によって、程度が変わる。 
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①  特定空き家等と周辺建築物との距離 

  → 距離が近いほど、切迫性が高くなり、悪影響の範囲も広がる。 

② 前面道路等の通行量の程度 

  → 通行量が多くなると（通学路など）、切迫性が高くなる。 

③ 景観保全に係るルールが定められている地区かどうか。 

  → 当該地区内であると、悪影響の程度が高くなる。 

 

・ 上記のように、「「特定空き家等に対する措置」を講ずるに際しての判断」は、その特

定空き家等に対し、「悪影響をもたらすおそれのあるか否か」、「被害の集中度」及び

「その悪影響の程度と危険等の切迫性」を勘案して判断するのが適当と考えられる。 

・ 下記に、「悪影響をもたらすおそれのあるか否か」、「被害の集中度」及び「その悪影

響の程度と危険等の切迫性」を勘案して判断するための、一定、数値化した判定表にお

いて、特定空き家等に対する措置を講ずるか否かの判断を行う。 
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空き家等及び建築物等の判定表（建築部局用）
　

C D

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

イ　一見して住家の一部が倒壊等している □ □ 倒壊等 3 2

ロ　建築物の著しい傾斜［傾斜≧1/20］ □ □ 倒壊等 3 2

ハ　基礎及び土台［基礎の損傷長が建築物の周長の75％以上］ □ □ 倒壊等 3 2

□ □ 脱落、飛散 3 7.5 15 22.5 30 3 2

□ □ 脱落、飛散 5 12.5 25 37.5 50 3 2

□ □ 脱落、飛散 2 5 10 15 20 3 2

□ □ 脱落、飛散 2 5 10 15 20 3 2

□ □ 倒壊、脱落、飛散 3 2

３．擁壁が老朽化し危険となるおそれがある。 □ □ 倒壊等 3 2

合計

□ □ 景観 2 1

□ □ 景観 2 1

□ □ 景観 2 1

□ □ 景観 2 1

□ □ 景観 2 1

□ □ 景観 2 1

□ □ 景観 2 1

□ □ 景観 2 1

合計

100

切迫性が高
い　2

上記以外
1

程度の大きい被
害が集中している

2

上記以外
1

Ⅰ
認められる状
態の有無

○特定空き家等の判定は、「Ⅰ認められる状態の有無」の項目で１つでも該当がある場合は特定
　空き家等又は老朽危険建築物等とする。
○得点を計上し、全合計が100点以上を市条例に基づく措置を講ずる特定空き家等又は老朽危険建
  築物等とする。
○Ⅰについて①の項目の「おそれがある状態」とは、実際に被害が出ている場合も含むものとす
　る。

Ⅳ
危険等の切
迫性

調査番号【　　　　】　所在地【　　　　　　　　　　　　】　調査日【　　　　　】　調査者【　　　　　】

（１）建築物が著しく倒壊等するおそれがある。

B

・上記以外の道路又
　は隣接地
　2（②の場合は1）

悪影響の度合い

A

Ⅱ
予見される悪
影響の範囲内
に周辺の建築
物や通行人等
が存在し、又
は通行し得て
被害を受ける
状況になるか
否か

周辺に影響を与え
る事項

Ⅲ
悪影響の程度

悪影響の範囲

・通行量が多い道路
　（通学路等）
・隣接地に広範囲
　3（②の場合は2）

①　そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

合　計

A×B
×C×D

１．建築物が著しく保安上危険となるおそれがある。

100

イ　屋根ふき材、ひさし又は軒

（２）屋根、外壁等が脱落、飛散等するおそれがある。

25

②　適切な管理がおこなわれていないことにより著しく景観を損なっている状態

（２）その他、以下のような状態にあり、周囲の景観と著しく不調和な状態である。

25

25

25

25

２．門又は塀

ロ　外壁　（傾斜がない場合［1/60≧傾斜］）

・地域で定められた景観保全に係るルールに著しく適合しない状態となっている。

ロ’　外壁　（傾斜がある場合［1/20≧傾斜≧1/60］）

ハ　看板、給湯設備、屋上水槽、屋外階段、バルコニー等

100

【　　】（最大40）

【    】（最大40）

・屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れたまま放置されている。

・多数の窓ガラスが割れたまま放置されている。

・看板が原型を留めず本来の用をなさない程度まで、破損、汚損したまま放置されている。

25

（１）適切な管理が行われていない結果、既存の景観のルールに著しく適合しない状態となっている。

25

25・敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている。

・立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している。

・景観法に基づき景観計画を策定している場合において、当該景観計画に定める建築物又は工作物の形態意
　匠等の制限に著しく適合しない状態となっている。

・景観法に基づき都市計画に景観地区を定めている場合において、当該都市計画に定める建築物の形態意匠
　等の制限に著しく適合しない、又は条例で定める工作物の形態意匠等の制限等に著しく適合しない状態とな
　っている。
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悪影響の範囲 　

A B C

・通行量が多い道路（通学路等）
・隣接地に広範囲
・敷地境界を越える臭気又は音
                       2

・吹付け石綿等が飛散し暴露する可能性が高い状況である。 □ □ 有害物質飛散 50

□ □ 臭気 30

・排水等の流出による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 □ □ 臭気 30

□ □ 臭気 30

□ □ 動物等侵入 30

　 合計

□ □ 倒壊、脱落、飛散 30

・立木の枝等が近隣の道路等にはみ出し、歩行者等の通行を妨げている。 □ □ 越境 25

・動物の鳴き声その他の音が頻繁に発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 □ □ 音 30

□ □ 臭気 30

・敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 □ □ 動物の毛等飛散 25

・多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 □ □ 動物等侵入 30

□ □ 動物等侵入 30

□ □ 害虫等侵入 30

□ □ 住民不安 30

□ □ 落雪 － － － －

・周辺の道路、家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している。 □ □ 流出 50

合計

全合計

④ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

（２） 空家等に住みついた動物等が原因で、以下の状態にある。

（１）建築物又は設備等の破損等が原因で、以下の状態にある。

（１） 立木が原因で、以下の状態にある。

合　計

A×B×C

Ⅲ
悪影響の程度 Ⅳ

危険等の切迫性

Ⅰ
認められる
状態の有無

Ⅱ
予見される悪
影響の範囲内
に周辺の建築
物や通行人等
が存在し、又
は通行し得て
被害を受ける
状況になるか
否か

周辺に影響を与
える事項 切迫性が高い

2

上記以外
1

空き家等及び建築物等の判定表（環境部局用）

調査番号【　　　　】　所在地【　　　　　　　　　　　　】　調査日【　　　　　】　調査者【　　　　　】

③　そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態

（２）ごみ等の放置、不法投棄が原因で、以下の状態になる。

・ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、蚊等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。

・ごみ等の放置、不法投棄による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。

・浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。

・上記以外の道路又は隣接地
                       1

悪影響の度合い

○特定空き家等の判定は、「Ⅰ認められる状態の有無」の項目で１つでも該当がある場合は特定空き
　家等又は老朽危険建築物等とする。
○得点を計上し、全合計が100点以上を市条例に基づく措置を講ずる特定空き家等又は老朽危険建築物
　等とする。
○Ⅰについて③の項目の「おそれがある状態」とは、実際に被害が出ている場合も含むものとする。

・門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者が容易に侵入できる状態で放置されている。

・屋根の雪止めの破損など不適切な管理により、空き家からの落雪が発生し、歩行者等の通行を妨げている。

・立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地等に枝等が大量に散らばっている。

・動物のふん尿その他の汚物の放置により臭気が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。

・住みついた動物が周辺の土地・家屋に侵入し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。

・シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。

（３） 建築物等の不適切な管理等が原因で、以下の状態にある。
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第８ 準特定空き家等の特定と判断の参考となる事項 

 

１．準特定空き家等の特定 

 

・ 準特定空き家等とは、市条例第３条第１項第３号において、空き家等が、いまだ特定空き

家等の状態にはないが、そのまま放置すれば特定空き家等の状態に至る可能性がある状態

にあると認められる空き家等をいうと規定されている。 

 

・ 準特定空き家等の特定、行政が関与すべき必要性及び合理性については特定空き家等に準

じる。 

 

・特定空き家等に対する措置を講ずるか否かの判定表（建築部局用・環境部局用）の全合計 

 が 100 点未満の場合は、準特定空き家とする。 
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第９ 老朽危険建築物等の特定と判断の参考となる事項 

 

１． 老朽危険建築物等の特定 

 

・ 老朽危険建築物等とは、市条例第３条第１項第４号において、建築物が、老朽その他の事

由により特定空き家等と同等の状態にあると認められる空き家等以外の建築物をいうと

規定されている。 

 

・ 老朽建築物等の特定、行政が関与すべき必要性及び合理性については特定空き家等に準じ

る。 
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資料 空家特措法等の関連条文抜粋 

 

・ 空家特措法の関係条文抜粋 

○法第 7条（協議会） 

市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議

会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民市町村の議

会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が

必要と認める者をもって構成する。 

 

○法第 10条（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報で

あって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のため

に必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために

内部で利用することができる。 

（略） 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、

関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な

情報の提供を求めることができる。 

 

○法第 14条（特定空家等に対する措置） 

市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、立

木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば

倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれの

ある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をと

るよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家

等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の

猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るため

に必要な措置をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る

措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相

当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を

命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先

及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理
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人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に

対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の

措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わ

なければならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によ

って命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前

項に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な

証拠を提出することができる。 

 

・ 建築基準法の関係条文抜粋 

○法第 10条（保安上危険な建築物等に対する措置） 

特定行政庁は、第六条第一項第一号に掲げる建築物その他政令で定める建築物の敷地、

構造又は建築設備（いずれも第三条第二項の規定により第二章の規定又はこれに基づく

命令若しくは条例の規定の適用を受けないものに限る。）について、損傷、腐食その他の

劣化が進み、そのまま放置すれば著しく保安上危険となり、又は著しく衛生上有害とな

るおそれがあると認める場合においては、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又

は占有者に対して、相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、増築、

修繕、模様替、使用中止、使用制限その他保安上又は衛生上必要な措置をとることを勧

告することができる。  

２  特定行政庁は、前項の勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をと

らなかつた場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予

期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。  

３  前項の規定による場合のほか、特定行政庁は、建築物の敷地、構造又は建築設備（い

ずれも第三条第二項の規定により第二章の規定又はこれに基づく命令若しくは条例の規

定の適用を受けないものに限る。）が著しく保安上危険であり、又は著しく衛生上有害で

あると認める場合においては、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に

対して、相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様

替、使用禁止、使用制限その他保安上又は衛生上必要な措置をとることを命ずることが

できる。 
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・ 寝屋川市空き家条例の関係条文抜粋 

○条例第 17 条（調査） 

市長は、前条の規定による申出を受けた場合において当該申出が相当であると認める

とき、又は必要があると認めるときは、法第９条第１項及び第２項の規定による調査を

行うことができるほか、空き家等に関しこの条例の施行のために必要な調査を行うこと

ができる。 

（略） 

 

○条例第 20 条（特定空き家等に対する措置） 

市長は、特定空き家等に関し、法第14条第１項の規定による助言若しくは指導、同条

第２項の規定による勧告、同条３項の規定による命令又は同条第９項若しくは第10条の

規定による代執行をするものとする。この場合において、同条３項の規定による命令を

行うに当たっては、同条４項の規定により意見書及び証拠を提出する機会を与え、又は

同条第６項の規定により公開による意見の聴取を行わなければならない。 

（略） 

 

○条例第 22 条（緊急危険防止措置） 

市長は、特定空き家等の管理不全の状態による市民の生命、身体又は財産に対する危

険を防止するために緊急の必要があると認めるときは、当該特定空き家等の所有者等の

負担において、その危険を防止するための必要最低限の措置を自ら行い、又はその命じ

たもの若しくは委任したものに行わせることができる。 

（略） 

 

 ○条例第 31 条（老朽危険建築物等に対する措置） 

市長は、老朽危険建築物等の所有者等に対して、当該老朽危険建築物等に関し、除却、

修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放

置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となる

おそれのある状態にない老朽危険建築物等については、建築物の除却を除く。次項にお

いて同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。 

（略） 

 

 ○条例第32条（緊急危険防止措置） 

 市長は、老朽危険建築物等の管理不全の状態による市民の生命、身体又は財産に対す

る危険を防止するため緊急の必要があると認めるときは、当該老朽危険建築物等の所有

者等の負担において、その危険を防止するための必要最小限の措置を自ら行い、又はそ

の命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。 

（略） 
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国 住 備 第９４３号

総 行 地 第２５号

平成２７年２月２６日

各都道府県・政令市 空家等施策担当部長 殿

国土交通省住宅局住宅総合整備課長

（公印省略）

総務省自治行政局地域振興室長

（公印省略）

固定資産税の課税のために利用する目的で保有する空家等の所有者に関する情報の

内部利用等について

適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境

に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護す

るとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、

空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。）

による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必要な

事項を盛り込んだ空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７

号。以下「法」という。）が平成２６年１１月２７日に公布され、法第１０条の規

定に基づき、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）は、空家等の所有者等

に関する情報について、内部で利用することができることとされたところです。

法は平成２７年２月２６日から一部施行されることとなりますが、これを受け、

今後、市町村の空家等に関する施策を担当している部局（以下「空家等施策担当部

局」という。）が行う固定資産税の課税のために利用する目的で保有する空家等の

所有者に関する情報の内部利用等の取扱いについては、その適切かつ円滑な実施に

向け、下記事項に御配慮頂くとともに、貴管内市町村（特別区を含み、政令市を除

く。）に対しても周知頂きますようお願いいたします。

なお、このことについては総務省自治税務局とも協議済みであることを申し添え

ます。

記

１ 内部で利用することが可能な情報について

市町村長は、法第１０条第１項の規定に基づき、市町村の税務部局が地方税に関
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する調査等に関する事務に関して知り得た情報のうち、固定資産税の課税のために

利用する目的で保有する情報であって法第２条第１項に規定する空家等（以下「空

家等」という。）の所有者に関する氏名その他の法の施行のために必要な限度の情

報（具体的には、空家等の所有者（納税義務者）又は必要な場合における納税管理

人の氏名又は名称並びに住所及び電話番号といった事項に限られる。）のうち不動

産登記簿情報等として一般に公開されていないもの（以下「固定資産税関係所有者

情報」という。）について、地方税法第２２条の守秘義務に抵触することなく、法

の施行のために必要な限度において、空家等施策担当部局が法に基づく措置を講ず

る目的のために、内部で利用することが可能である。

なお、不動産登記簿情報等、一般に公開されている情報については、従前どおり、

地方税法第２２条の守秘義務に抵触することなく、利用することが可能である。

２ 内部で利用するに当たっての手続

市町村の空家等施策担当部局が固定資産税関係所有者情報の提供を求める際に

は、書面により、空家等の敷地の地番その他当該空家等の所在地を確認できる情報

を税務部局に提供した上で提供を求めるなど、照会の方法を事前に税務部局と調整

の上、行うものとする。

３ 把握した情報の活用

１により固定資産税関係所有者情報を空家等施策担当部局が利用することができ

るのは、法の施行のために必要な限度においてであり、例えば、空家等担当部局が

空家等に係る固定資産税の納税義務者本人又は必要な場合における納税管理人に対

し、空家等の所有者を確認するために連絡をとる場面において固定資産税関係所有

者情報を活用することは可能であるが、納税義務者本人又は必要な場合における納

税管理人以外に固定資産税関係所有者情報を漏らす行為は、法の施行のために必要

な限度においての利用とは解されない。

なお、正当な理由なく固定資産税関係所有者情報を漏らす行為は、地方公務員法

第３４条の守秘義務に違反することにも留意が必要である。

４ 都知事から特別区の区長への情報の提供

都知事は、特別区の区長から固定資産税関係所有者情報の提供を求められたとき

は、法第１０条第２項の規定に基づき、この法律の施行のために必要な限度におい

て、速やかに当該情報の提供を行うものとされているが、その際に提供が可能な情

報、提供に当たっての手続及び把握した情報の活用については、上記１から３まで

に準ずる取扱いとなるものである。
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